
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [173,820円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.7]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.71人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.9%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [519,198円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

飯綱町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○財政力指数
・市町村合併前は、類似団体平均をそれぞれ上回っていた（旧牟礼村・旧三水村）が、平成17年10月1日合併
により飯綱町となり、類似団体平均値と同等となっている。合併に伴う理事者等特別職の給与並びに議員等
の報酬減（38百万円削減）、退職者不補充等による人件費の減(5百万円削減）等により行政の効率化に努め
ている。 今後は、今まで以上の歳出抑制、定員管理等の取組みを通じ、引き続き類似団体平均を下回らない
ように努める。
○経常収支比率
・類似団体平均を大幅に下回っているものの、町税の減収などにより合併前と比較して年々上昇してきてい
る。合併による事務事業の全般の見直しを含め、類似団体平均を上回ることのないように努める。
○ラスパイレス指数
・類似団体平均を5.0ポイント上回っている。また、全国的にも高い水準にあるため、国との比較について十分
再認識し、昇給昇格制度の運用の中で、数値を抑えるよう検討していく。

○実質公債費比率
・普通建設事業費に係る起債の償還等が平成17年度にピークを迎えたため、類似団体平均を上回って、17.9％
となっている。今後は、中学校建設事業に伴う償還が平成26年から始まるのに伴い、公営企業会計の公債費に
充当した繰出金や、一部事務組合の公債費に係る負担金等の動向も見据えながら、起債の制限等がかからな
い18.0％を超えないよう努める。
○人口1人当たり地方債現在高
・類似団体平均を下回っている。町の実施計画では、平成21年度から平成22年度にかけて中学校建設事業が
予定されており、新規の地方債発行額1,520百万円が見込まれる。このことから、その他新規事業における地方
債の発行の抑制等により、今後も引き続き類似団体平均を上回ることがないよう努める。
○人口1,000人当たり職員数
・類似団体平均を若干下回っている。合併前において、退職者に対しての完全補充（新規採用職員の抑制をし
ている）はしていない。集中改革プラン（平成17年～22年）における定員管理の数値目標（対17年比　16人減
△5.5％）等により、引き続き類似団体平均を上回らないように努める。


